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研究成果の概要： 
 日本国内のみならず、グローバル社会全般にわたって不平等、格差、秩序の崩壊などの社会

矛盾が広がりつつある。その構造的な要因と打開の方向を検討するのが本研究の目的である。

本研究にかかわる研究者はこれまで「人間発達と社会環境」の相互関係、つまり主体と環境の

双方向作用に注目しながら共同研究を推進してきた。その成果に立ち、本研究においては現代

世界の秩序の崩壊と再構築の現状分析、および、その対抗軸として人間発達 human 
development と新しい公共性 neo publicness の分析を行った。国際連合の提唱する「人間開発」

や A.K.センの「潜在能力論」の限界をこえる「人間発達」のありかた、J.ハバーマス、U.べッ

ク等の掲げる公共性の内包する矛盾を再検討する形で、現代社会の秩序形成を探求した。なお、

その成果は報告書「Human Development と新しい公共性を軸とした社会秩序の学際的研究」（総

ページ数４４６頁）としてまとめた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,800,000 540,000 2,340,000 

２００８年度 1,600,000 480,000 2,080,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：時限 
科研費の分科・細目：社会秩序学 
キーワード：人間発達、公共性、社会秩序、経済理論、社会学、政治学、思想史、 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究にかかわる研究代表者および分担
研究者はすでに 12 年間以上にわたり、Human 
Development（人間開発）と新たな公共性を
キー概念とし、グローバリゼーション下にお
ける「人間発達と社会環境」に関する共同研
究を蓄積してきた。ここでいう「社会環境」

とは、人間が自ら創造し、また逆に人間の行
動を制約する総体としての社会的環境であ
る。いわば人間と社会の関係を「主体－環境」
と捉え、その双方の変容・変動を統一的に把
握する社会学的視点である。こうした立場に
立つとき、主体としての人間も静態的なもの
ではありえず、生成・発達論的な、すなわち



 本研究は図１に示したように、「社会秩序
分析」、「人間発達の概念」、「新たな公共性理
念」の３分野から構成される。それぞれ、概
念理論的な研究と、実践的実証的研究の双方
からのアプローチを行った。 

Human Development の動態的主体として捉え
られ、また客体としての秩序も、一方的に与
えられるものではなく、社会的諸力のダイナ
ミズムによって普段に鋳直される「新たな公
共性」として捉えられることが不可欠になる。
こうした準備的な共同研究の成果は、すでに
申請者各自の個人業績に生かされているこ
とはいうまでもないが、それ以外にも、下記
の２冊の共著という形で結実している。 

 「人間発達」に関しては、アマルティア・
センの潜在能力論の批判的検討、国連開発計
画（UNDP）の提唱する「人間開発」理念の批
判的検討、また実践としての外国人労働者の
実体が検討された。  a)社会環境論研究会編『人間発達と社会環

境』労働旬報社 1994 年  「新たな公共性」に関しては、ハバーマス、
ベック、ギデンズ、サイードなどの社会理論、
思想から照射した公共性理念の検討、地方自
治などの社会制度にかかわる公共性の実体、
労働運動に見られる主体と公共性の関わり
などについての分析を行った。 

 b)社会環境論研究会編『社会環境と人間発
達』大学教育出版 1998 年 

さらに本研究の申請メンバーは、科研費・基
盤研究(B)(2)（2002-2004 年度）「グローバリ
ゼーション下におけるHuman Development と
新しい公共性の構築」（研究代表者 二宮厚
美）を獲得し、その成果として、報告書『グ
ローバリゼーション下における Human 
Development』を公刊している。 

 社会秩序に関しては、現代世界を規定する
大きな要因としての新自由主義理念とその
具体的な制度政策の実体、秩序にもたらされ
た影響につき検討を行った。平和、国際安全
保障、グローバル化する中での都市における
空間再編成、越境移民の実体と社会的インパ
クトなどを研究対象として取り組んだ。 

 
２．研究の目的 
 これまでの共同研究の中で、 Human 
Development と新たな公共性という基本概念
については、その重要性を明らかにできたと
考えるが、しかしながら、そこから積極的な
社会秩序像や精緻な社会秩序論を呈示でき
るまでにはいたっておらず、なお過渡的・基
礎的なものにとどまっていた。本研究では、
そうした研究課題に取り組みこれまでの蓄
積をいっそう発展させることに目的を置い
てきた。 

 
４．研究成果 
 
「Human Development 人間発達」と「新し

い公共性」の理論的、実践的検討を前途とし
て、それらがグローバル化する社会の中でい
かなる意味を持ち「社会秩序」を構成する要
素になっているのか、あるいは反対に「社会
秩序」への対抗軸となっているのかについて
検討を行った。その成果は報告論集「Human 
Development 人間発達」（総ページ数 446 頁）
として刊行している。 

より具体的には、社会秩序に関する「従前
の社会秩序学暗黙の前提やパラダイムの機
能不全」を問い直すという点、さらには「人
文・社会科学の諸領域を通約し総合する」立
場を追求するという点を研究の目的に据え
た。 

 本研究は主としに以下の 2点において成果
をあげたといえる。第一に、構造分析にとど
まりがちな従来のグローバル社会秩序研究
や、限定的な条件下における従来の「公共圏」
「公共性」の議論を乗り越えて、新たな地平
を照射する試みを、Human Development や「潜
在能力論」に依拠しながら論じた点である。
潜在能力論は社会構造分析にとどまる議論
に「主体」としての人間の関与とその「能力」
の視点を加えた点で大きな意味を持つ反面、
潜在能力そのものが社会環境に規定される
視点も本研究では指摘してきた。 

 
３．研究の方法 
 
  【図１】 
 
 
 

人間発達          新たな 
 概念検討と実践         公共性 

第二にそれらを理論的に検討するだけで
なく、具体的に展開する現実のなかでフィー
ルド調査を重視しながら実証研究に取り組
んだ点である。その対象は日本社会のみなら
ずグローバル社会、就く、矛盾が集中的に表
出する周縁社会＝第三世界の実情にもおか
れ取り組まれた。 

 
 
 
 
 
 
 

これらの成果は、下記に掲げる国内外に研
究誌、著作、学会等の機会に発表され、評価
を得ている。 

 
 
        社会秩序分析  



 なお本研究は当初計画された目的をおお
むね達成したと思われるが、ほぼ同メンバー
による「社会環境と人間発達」をテーマとし
た継続的研究の一環であり、今後とも発展し
た形で追究される予定である。 
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